
市職員の給与と職員数の状況
住民基本 
台帳人口 
(令和7.1.1)

歳出額 
(A) 実質収支 人件費 

(B)
人件費率 
(B/A)

103,413人 56,027,250 
千円

3,561,076 
千円

9,264,251 
千円 16.5%

職員数 
(A)

給与費 １人当た
り給与費
(B/A)給料 職員手当 期末勤勉

手当 計(B)

861人 3,220,713
千円

566,255 
千円

1,306,264 
千円

5,093,232 
千円 5,915千円

区分 西条市 愛媛県 国
一般行政職 
大学卒 220,000円 226,953円 一般職 

220,000円
一般行政職 
高校卒 188,000円 195,667円 一般職 

188,000円

技能労務職 185,700円 ― ―

区分
一般行政職 技能労務職

給料 
月額

給与 
月額 年齢 給料 

月額
給与 
月額 年齢

西条市 320,991 
円
380,414 

円 42.1歳 300,163 
円
313,130 

円 53.2歳

愛媛県 325,485 
円
411,533 

円 42.0歳 336,989 
円
367,590 

円 56.5歳

国 332,237 
円
414,480 

円 41.9歳 294,567 
円
337,907 

円 51.3歳

区分
経験年数

15年 20年 25年 30年
一般行政職
大学卒 300,167円 324,467円 376,125円 385,513円

一般行政職
高校卒 ― ― 345,750円 370,600円

技能労務職 ― ― 287,700円 301,400円

※人件費には事業費支弁人件費を含み、また市長などの特別職に支給される
給料、報酬なども含みます

※職員手当には退職手当を含みません
※職員数は、令和６年４月１日現在の実数で、再任用職員および会計年度任
用職員を除いています

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後
の年数をいいます

※平均給与月額は令和７年４月に支給された給料のほか、各種手当（扶養手当、
通勤手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）を含めた額です

令和７年４月１日現在

令和６年度普通会計決算

令和６年度普通会計決算

令和７年４月１日現在

令和７年４月１日現在

手当の種類（手当数）：11種類（代表的な手当の名称は次のとおり）
○支給額の多い手当：救急手当、感染症防疫手当、税務手当、社会福祉業務手当
○多くの職員に支給されている手当： 感染症防疫手当、消防職員手当、救急手当、

犬猫等処理手当

区分 全職種
支給実績 10,389千円
職員全体に占める手当支給職員の割合 46.1%
支給対象職員１人当たり平均支給年額 25,094円

▼特殊勤務手当 令和６年度決算

区分 全職種
支給実績 236,339千円
職員１人当たり支給年額 　 361千円

▼時間外勤務手当 令和６年度決算

区分 自己都合 応募認定・
定年

国の制度 
との異同

支給率

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

同
勤続25年 28.0395月分  33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 　 47.709月分
最高限度額  47.709月分 　 47.709月分

▼退職手当

その他の加算措置

１人当たりの平均支給額：1,495万円（令和６年度退職者）

○退職手当調整額：職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、在職期間のう
ち、その月額の高い方から60月分の合計額を加算
○定年前早期退職特別措置：３～45％加算措置

令和７年４月１日現在

西条市の支給額 国の制度との異同

扶養親族
配偶者  3,000円

同子 11,500円
父母など  6,500円

▼扶養手当

※15歳に達する日後の最初の４月１日から22歳に達する日以後の最初の３月31
日までの子１人につき5,000円加算
※職務の級が８級である者の子以外の扶養親族　3,500円

令和７年４月１日現在

西条市の支給額 国の制度との異同
借家、借間居住者 
月額16,000円を超える家賃を支払っている職
員に対し、負担している家賃の額に応じて最
高28,000円（家賃61,000円以上の場合）まで支給

同

▼住居手当 令和７年４月１日現在

西条市の支給額 国の制度との異同
交通機関（電車・バス）利用者
負担している運賃の額に応じて、１カ月当た
り最高150,000円まで支給

同
交通用具（自動車など）使用者
２㎞以上５㎞未満は2,000円
５㎞以上は4,200円～31,600円

▼通勤手当 令和７年４月１日現在

人件費

職員給与費

職員の初任給

職員の給料月額・給与月額・年齢（平均）

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額

１

５

２

３

４

区分 期末手当 勤勉手当 国の制度 
との異同

支給割合 
令和６年度 2.5月分 2.1月分 同

▼期末・勤勉手当

加算措置の状況：職制上の段階、職務の級などによる加算措置

職員手当６
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　市職員の給与は、職務の内容、民間企業との比較、国や他市町
村とのバランスを考慮して、条例で定めています。ここでは、市
職員の給与と職員数の状況を市民の皆さんにお知らせします。
■問合せ　市庁舎本館４階　職員厚生課　℡0897－52－1208

区分 給料・報酬 
月額 期末手当

退職手当 
（４年任期 
　満了時）

市長 913,000円

支給割合
令和６年度
3.45月分

役職加算
15%

給料月額×
在職年数×
550/100

副市長 721,000円
給料月額×
在職年数×
400/100

議長 502,000円 ―

副議長 439,000円 ―

議員 412,000円 ―

区分 総費用 
(A)

純損益・ 
実質収支

職員給与費 
(B)

職員給与費
比率 
(B/A)

水道事業 905,878 
千円

76,073 
千円

96,891 
千円 10.7%

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

水道事業 43.5歳 336,080円 376,235円

部門
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
令和６年 令和７年

普通 
会計

一
般
行
政
部
門

議会 9人 9人 0人

業務体制の
見直しなど

総務 195人 193人 －2人
税務 40人 40人 0人
民生 153人 153人 0人
衛生 66人 66人 0人
労働 1人 1人 0人
農林水産 53人 53人 0人
商工 24人 24人 0人
土木 74人 74人 0人
小計 615人 613人 －2人
教育 93人 89人 －4人 業務体制の

見直しなど消防 153人 153人 0人
小計 861人 855人 －6人

公営 
企業 
等会 
計

水道 16人 15人 －1人 業務体制の
見直しなど下水道 25人 24人 －1人

その他 38人 36人 －2人
小計 79人 75人 －4人

合計 940人 
(1,166人)

930人 
(1,166人)

－10人 
(0人)

区分 職員数 
(A)

給与費 １人当
たり 
給与費 
(B/A)

給料 職員 
手当

期末勤
勉手当 計(B)

水道 
事業 16人 62,032 

千円
9,256 
千円

25,603 
千円

96,891 
千円

6,056 
千円

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計
標準的
な職務
内容

主事
技師 主任

係長
主査
副主査

専門員 副課長 課長主幹 副部長 部長

職員数 75人 70人 234人 61人 52人 46人 15人 13人 566人
構成比 13.3% 12.4% 41.3% 10.7% 9.2% 8.1% 2.7% 2.3% 100%
※西条市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です

※職員数は一般職に属する職員数です。再任用職員および会計年度任用職員を
除いています
※(　)内は、条例定数の合計です

※決算には消費税を含んでいません
※職員給与費とは、職員に対して支給される給料と各種手当（扶養手当、通勤
手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）に要する経費であり、
退職手当に要する経費は含んでいません

※職員手当には退職手当を含みません
※職員数は、令和６年４月１日現在の実数です

※基本給とは、職員の給料、扶養手当の合算額の平均です
※平均月収額は、職員の基本給と毎月支払われる各種手当（通勤手当、住居手
当、管理職手当、時間外勤務手当など）を含めたものの平均です

令和７年４月１日現在 令和７年４月１日現在

令和６年度決算

令和７年４月１日現在

各年４月１日現在

令和７年４月１日現在

令和６年度決算
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85人
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14人
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一般行政職の級別職員数 特別職の報酬など

公営企業職員給与費

公営企業職員の年齢・基本給・月収額

部門別職員数と主な増減理由

年齢別職員構成
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